
平成２９事業年度財務諸表等の公表について 

 

 

 本学の平成２９事業年度財務諸表につきましては、平成３０年８月３１日付けで

文部科学大臣より承認されましたので、国立大学法人法第３５条及び準用独立行政

法人通則法第３８条第３項に基づき関係書類とともに公表します。 

 

本学は、社会の変化を先取りする技学を創成し、未来社会で持続的に貢献する実

践的・創造的能力と奉仕の志を備えた指導的技術者を養成する、大学院に重点を置

いたグローバル社会に不可欠な大学を目指しています。 

平成２９年度は、技術、文化、人にリンクする（繋がる）宿舎という意味を込め

た、留学生と日本人学生との混住型宿舎「リンテックハウス（Link TeCH House）」

を新設し、学生が国際性に富んだ生活を送り、グローバルな視野を身に着けること

ができる環境を整備しました。 

さらに、物質・材料 経営情報２号棟の耐震改修や機能改善改修を行うなど、安

全・安心な教育研究環境を整備するとともに、より高度な教育研究を行い、実りの

あるキャンパスライフを送ることが出来る環境を整備しました。 

平成２９年８月３日には、教職員及び学生をはじめ、地域住民や学外の方にもお

越しいただけるビアテラスを設置し、皆様の交流の場として活用することで、本学

をより地域に開かれた大学とすることが出来ました。 

また、平成２４年度より文部科学省の国立大学改革強化推進補助金事業に選定さ

れていた「三機関が連携・協働した教育改革～世界で活躍し、イノベーションを起

こす実践的技術者の育成～」が最終年度を迎えました。本事業は長岡技術科学大学・

豊橋技術科学大学・国立高等専門学校機構の三機関が連携して取り組んできたもの

であり、６年間の事業の中で、イノベーションを創出し、加速的・効果的にグロー

バル化に対応できる、世界で活躍する実践的・創造的技術者の育成に向けた教育改

革を推進しました。補助事業は最終年度となりますが、今後も三機関は一層連携・

協働し、更なる教育改革に取り組んでまいります。 

関係各位におかれましては、本学の様々な教育研究活動に対して、ご寄附や受託・

共同研究等により、多大なご支援をいただき、深く感謝申し上げます。今後とも、

本学の教育研究活動の更なる充実と発展を図る所存ですので、ご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

平成３０年９月 

 

                   国立大学法人長岡技術科学大学長 

                               東  信 彦 



財務諸表等の構成

　国立大学法人は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に従って会計を行い、国民
に対してその財政状態及び運営状況を明らかにするため、財務諸表を作成することとされています。

説明する附属明細書、決算報告書、事業報告書の作成、添付が義務づけられています。

（単位：千円） （単位：千円）

※（）内の金額は内数

※上記は、平成29事業年度の財務諸表を表しています。なお、この資料上の計数は、端数を切り捨てていますので、合計が合わない箇所があります。
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平成２９事業年度決算について

<支出>
6,728,134

<収入>
6,878,240

国立大学法
人等業務実

施
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4,999,955
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財務諸表は、①貸借対照表、②損益計算書、③キャッシュフロー計算書、④利益の処分又は損失の
処理に関する書類、⑤国立大学法人等業務実施コスト計算書から構成されており、また、これらを補足

財務諸表　 決算報告書等

キャッシュ・フロー計算書 貸借対照表 損益計算書
国立大学法人等

業務実施コスト計算書
利益の処分又は損失の処

分に関する書類（案）
決算報告書

（会計期間における活動区分別資金の流れ） （期末における財政状態） （会計期間における運営状態） （納税者である国民の負担となるコスト） （未処分利益の処分又は総損失の処理内容） （国の会計基準予算・決算に準拠）
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<7,232,666>

[貸方]

<7,671,748>

[借方]
<7,671,748>

[貸方]

<157,808>

[借方]

<157,808>

[貸方]
<7,209,805> <7,209,805>

附属明細書
（他の書類の内容を

補足）

事業報告書
（大学の事業を、財務的

な面から説明）

その他の内訳は下記の通り

・損益外減価償却等相当額

・損益外減損損失等相当額

・損益外利息費用相当額

・損益外除売却差額相当額

・引当外賞与増加見積額

・引当外退職給付増加見積額

・機会費用



（単位：千円）

　PFI債務の増加や資産見返負債の減少等により、158,572千円増加しました。

　退職者の増による退職手当支給額の増加（29,075千円）や人事院勧告による給与の増加等により、
全体で60,740千円増加しました。

　リンテックハウス新設による寄宿料収入の増加（12,524千円）や環境対策引当金を戻し入れたことによ
り、全体で33,987千円増加しました。

当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５７，８０８　（＋２５，８８８）

投資有価証券 ５２１，３６９　　（＋９７，１９３）

現金及び預金 ９７５，６３３　　（△２７，７２６）

　譲渡性預金の購入（100,000千円）等により、97,193千円増加しました。

　負債　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，２２２，５１６　（＋１５８，57２）

有価証券

　特殊要因運営費交付金（退職手当）の増加（+47,637千円）、基幹運営費交付金（機能強化）による
資産取得の減少等により、全体で79,876千円増加しました。

補助金等収益

２４６，８１７　　（＋３３，９８７）

４１３，８３３　　（△９８，２８５）

雑益

　三機関連携事業や大学の世界展開力等の補助金の減少により、全体で98,285千円減少しました。０　　（△４０，１０７）

　１年以内に満期到来する投資有価証券がなかったことや、業務上の余裕金により資金運用していた
大阪府公債（40,107千円、2年）が満期償還されたことにより、40,107千円減少しました。

　譲渡性預金の購入や補助金の受入額減少による未払金の減少により、27,726千円減少しました。

　電子ジャーナルの契約（57,560千円）や寄贈図書の受入（4,879千円）等により、70,416千円増加
しました。

図書 １，６９２，６３６　　（＋７０，４１６）

一般管理費 ３６６，００９　　（△１９，１１８）

資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８，７１０，４０７　（△１４３，５４４）

建物 ８，４８８，８１９　　（＋６３，５６７） ※（）内は前事業年度末との差額

　
　平成29年度の費用は、人件費は、退職者の増加や人事院勧告による給与の増加等により、前年度と比較し
て、60,740千円の増加となりました。また、三機関連携事業の補助金交付額減少等の減少要因により、前年
度と比較して、教育経費は23,508千円の減少となったことや、H28年度に本学で確認しているＰＣＢ廃棄物処
分費用の見積額を引当金として計上したことによる繰入額の減少により、費用全体としては、前年度と比較し
て、8,926千円の減少となりました。
　平成29年度の収益は、補助金の受入額の減少により補助金等収益は減少しましたが、基幹運営費交付金
（機能強化）や特殊要因運営費交付金（退職手当）の増加等により運営費交付金収益が増加しました。また、
リンテックハウスを新設したことにより、寄宿料収入が増加しました。収益全体としては、前年度と比較して、
10,450千円の増加となりました。
　当期総利益は、157,808千円となり、同額が目的積立金相当額となります。前年度の目的積立金相当額と
比較して、25,888千円の増額となりました。

貸借対照表の概要 損益計算書の概要

（単位：千円）

　
　平成29年度の資産は、物質・材料 経営情報２号棟の改修、混住型学生宿舎（リンテックハウス）新設に
よる建物の取得やリース資産の更新がありましたが、減価償却等の減少要因により、前年度と比較して、
143,544千円の減少となりました。また、100,000千円を譲渡性預金の購入に充てることで資金運用を行
いました。
　なお、下記の増減事由には、主なものを掲載しています。

※（）内は前事業年度末との差額

　　純資産　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　１３，４８７，８９１　（△３０２，１１６）

　損益外減価償却累計額や前中期目標期間繰越積立金の減少等により、302,116千円減額しまし
た。
●政府出資金等（当期未処分利益を除く）…13,330,083千円
●当期未処分利益…157,808千円

　物質・材料 経営情報２号棟の改修（244,541千円）や混住型学生宿舎（リンテックハウス）新設
（339,968千円）等により増加し、減価償却（△575,172千円）等により、全体で63,567千円増加しま
した。

工具器具備品 １，３３２，９７１　　（△３５４，６０３）

　科学研究費補助金を財源とした備品の取得（87,970千円）や学内ギガビットネットワークシステムの
リース契約（54,543千円）、事務局ICTシステムのリース更新（45,640千円）等により、400,379千円
増加しましたが、減価償却（△730,227千円）等により、全体で354,603千円減少しました。

費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，０７４，８５７（△８，９２６）

教育経費

　学納金の免除額拡大による費用が増加しましたが、補助金（三機関連携事業、大学の世界展開力）
の交付額減少等により、全体で23,508千円減少しました。

　学内既定事業の補助金・機能強化経費への執行切替、採用計画変更等による人件費削減及び経費
節減等に努めたことにより、当期総利益は157,808千円となり、同額が目的積立金となる予定です。
　目的積立金は、経営努力に対するインセンティブ付与として、文部科学大臣から承認されるものです。
創立40周年を超える本学では、老朽化が進む施設の維持・環境整備等に必要な施設インフラ長寿命
化対策（※）等に必要な財源の確保が喫緊の課題であり、このための貴重な財源となります。

（※）空調設備の更新、防水・外壁改修、トイレ改修整備、学生宿舎の整備　等

１，１２８，１４３　　（△２３，５０８）

研究経費 ８１９，３７６　　（△１３，４１８）

人件費 ３，６６０，２５２　　（＋６０，７４０）

 基盤研究経費を２割削減したこと等により、全体で13,418千円減少しました。

　消費税の納税額が減少したことや経費節減に努めたこと等により、全体で19,118千円減少しました。

収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，１３６，８９４　（＋１０，４５０）

運営費交付金収益 ３，５５２，１６９　　（＋７９，８７６）
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